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Article 41  The Security Council may decide what measures not involving the use of 
armed force are to be employed to give effect to its decisions, and it may call upon the 
Members of the United Nations to apply such measures. These may include complete 
or partial interruption of economic relations and of rail, sea, air, postal, telegraphic, 







めて重要な先例をなす。連盟規約第 16 条 1 項は、規約に定める紛争の平和的解決義務（第 12



























































提出した。（12）エジプトは、総会が 4 分の 3 の多数決によって採択する決議によって、安全保
障理事会の本条に基づく行動を阻止できるとする総会の介入権の条項を提案した。（13）しかし、
これらの提案は、同小委員会の審議においていずれも、大国の側の一致した反対によって退





































　これに対して、国際連盟規約第 16 条 1 項では、「第 12 条、第 13 条または第 15 条に依る約
束を無視して戦争に訴えたる連盟国」に対して経済制裁がとられると規定する。言い換える
と、規約に定める紛争の平和的解決義務に違反して行われた戦争（つまり侵略戦争）が経済
制裁発動の原因行為として認定されることを示している。すなわち、連盟規約第 16 条 1 項は、
制裁発動の原因行為としての「侵略」を定義し、侵略者に対して強制的な措置がとられるこ
とを定めているのである。このように、連盟規約第 16 条では、経済的措置（第 1 項）や軍事
的措置（第 2 項）は明確に制裁性が付与されている。（19）
（2）制裁措置の拘束力





1921 年 10 月 4 日の連盟総会決議において、「規約の違反（侵略行為）がなされたか否かを決
定するのは、各連盟国の権限である」ことが確認されたのである（決議第 4 項）。（20）（同決議
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回復するように努力することが規約の精神に合致する、と（同第 3 項）。）このように、第 16
条発動の要件である規約違反（侵略行為）の存否の決定権は、連盟（理事会）にではなく各
連盟国にあるとされたため、連盟国は自分でこの要件を認定しない限り、制裁措置を実施す









全保障理事会は、憲章第 41 条及び第 48 条に基づき、個々の連盟国によってどのような非軍
事的措置がとられるのか決定し、それを命令することができる点で、国連システムの方が強
力かつ統一的である。（24）
　第 16 条 1 項の実施面におけるこのような分権性は、国際連盟において十分に認識されてい
たのであり、連盟理事会は、第 16 条の適用の問題について研究するために「国際封鎖委員会」
を設置した。（25）同委員会は 1921 年に報告書を提出したのであるが、それは、①第 16 条の発
動の前提となる規約違反の事実の存否（違法な戦争が生じたかどうか）の認定権が連盟国に




成立に終わったが、一方、総会決議は、第 16 条の改正が効力を生じるまでの間、第 16 条の
適用のための指針（Directive）として用いられるべく総会が理事会及び連盟国に対して行っ
た勧告であり、しばしば援用されたのであった（同決議第 1 項）。（27）









　この総会決議による理事会の権限強化の勧告は、実際に、1935 〜 36 年のイタリア・エチオ
ピア戦争に際して実施された対イタリア制裁において現実に適用された。すなわち、1935 年
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10 月 7 日、連盟理事会は、イタリアが規約第 12 条乃至第 15 条に違反して戦争を開始したと
認定する決議を行った後、10 月 9 日には、総会が各連盟国に対して第 16 条適用について賛否
を表明させている。また、10 月 10 日に、総会の下に、制裁措置について定めるために、当事
国を除く全連盟国によって構成される「調整委員会」が設置されたが、実際には、その下部
機関である 18 ヶ国委員会が対イタリア制裁方針を決定した。（28）すなわち、同委員会は、イタ
リアに対する制裁措置として、（1）10 月 11 日に、武器弾薬、軍用機器のイタリアへの輸出禁
止を、（2）10 月 14 日には、財政、金融上の措置（イタリアの政府、個人、法人への借款及び
公債への応募を禁止する）を、（3）10 月 19 日には、イタリアから輸出される商品の輸入禁止
と、一定の物資（馬、ゴム、アルミニウム・ニッケルなど若干の金属）のイタリアへの輸出
禁止を勧告した。しかしながら、これらの措置への参加は任意とされた。（29）（オーストリア、





遂行を妨げることはできなかった。（31）このように、1935 年 10 月に開始された対イタリア制裁
はイタリアの軍事行動を制止する効果を発揮することなく、1936 年 5 月、イタリアはエチオ




















されており、その点で、第 42 条の措置とは明白に区別されている。そして、第 41 条の措置
では「不充分なことが判明したときに」第 42 条の措置へと移行する（第 42 条）と定められ
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国際連合憲章第 41 条の注解（その 1）（尾㟢）
ており、武力の行使を含まない制裁（経済制裁）の段階と武力の行使を伴う制裁（軍事制裁）
の段階とが概念的に判然と区別されているのが憲章の制裁システムの特徴である。（37）そして、


















のに対して、連盟第 16 条 1 項には含められていないことである。もっとも、この点も、1921
年の総会決議では、とりうる制裁措置の一つとして認められている（決議第 11 項。なお、第











置への参加が義務づけられることはない（憲章第 2 条 6 項参照）。（44）
（4）経済制裁と軍事制裁との関係




















な解釈も可能である。第 16 条 1 項によれば、連盟規約に違反して戦争に訴えた連盟国は、当
然他のすべての連盟国に対して戦争行為をなしたものと見なされ（戦争状態が成立し）、これ
に対して他の連盟国は違約国に向かって戦争行為に訴える権利が与えられることになる（前









結び付いた「兵力的措置」ということになろう。つまり、第 2 項の規定は、第 1 項の経済制
裁の規定を補充する、従属的な規定であるということになる。いずれにせよ、「第 16 条 1 項
の規定が直接的かつ具体的であるのに比べて、第 2 項の規定の仕方は間接的、抽象的なもの
にとどまり、（そのため、）第 16 条における軍事制裁の地位は必ずしも明らかではない」ので
ある（香西茂）。（48）これに対して、国連憲章の下では、第 41 条（経済的措置）と第 42 条（軍
事的措置）とが明確に区別されて規定されており、しかも、第 41 条の措置では「不充分であ
ろうと認め、又は不充分なことが判明したと認めるとき」（第 42 条）は、軍事的措置がとら






に」、勧告をするか、又は、第 41 条及び第 42 条に従っていかなる措置をとるか（shall be 
taken）を決定する（shall decide）。この規定を受けて、第 41 条は、安全保障理事会が、その
決定（its decisions）――つまり、第 39 条後段にいう「決定する」ことである――を実施す
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　第 39 条及び第 41 条の規定の要点は、次のところにある。①安全保障理事会は、第 41 条の
措置を発動する前に、まず、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為」の存在を決定し
なければならない。すなわち、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為」の存在が、第













第 41 条の場合はそうであることが予想される。かくして、第 41 条は広義の制裁規定である
といって差し支えないであろう。（51）
　②第 41 条や第 42 条の措置は、「国際の平和及び安全の維持又は回復」を目的とした「集団




41 条及び第 42 条に基づく措置（第 39 条後段の文言）が、この強制措置であることについて、











1．「強制措置（enforcement measures）」――第 39 条との関係――
　国連の第一の目的は「国際の平和及び安全を維持すること」（憲章第 1 条 1 項）である。第











































国際連合憲章第 41 条の注解（その 1）（尾㟢）
る」ものと規定するが、それが、すなわち、「第 7 章に基づく強制措置」（第 2 条 7 項但書の
文言）に他ならない。第 7 章冒頭に置かれる第 39 条は、この第 1 条 1 項の規定を受ける形で、
安全保障理事会が、平和に対する脅威などの存在の決定を行った後に、「勧告」をするか、又
は、「第 41 条及び第 42 条に従っていかなる措置をとるか」「決定し」なければならない（shall 
decide）と規定する。この「勧告」と明確に対比された、「第 41 条及び第 42 条に基づく措置」
の「決定」が「強制措置」の内容をなすものであることは容易に理解されるであろう。（59）次
に、第 41 条は、この第 39 条の規定を受けて、安全保障理事会が、「その決定を実施するため






















第 48 条と第 49 条によって確認されている。
　それでは、この第 41 条に基づく「強制措置」は国際法上の制裁として理解されるべきであ












































あることが推論される。（66）第 39 条がそれであって、同条は「第 41 条及び第 42 条」に言及し
ており、安全保障理事会がこの両条に従っていかなる措置をとるか「決定」しなければなら






























































明確になされることなく、経済制裁措置が発動される事例が（特に 60 年代、70 年代に）認め
られることは事実としても、しかし、このことは、「平和に対する脅威」等の存在決定そのも







石油製品の輸出禁止といった一般国際法上 légal per se な制裁措置（国家がそのような措置を
とることは、非友好的かもしれないが、一般国際法上違法ではない）であったのであり、安









































瞭に読み取れる。第 39 条は、第 41 条に基づく「決定」が拘束的であり、そして、「勧告」と
対比されるものであると規定する。（72）（「安全保障理事会は、……勧告をし、又は第 41 条及び
第 42 条に従っていかなる措置をとるかを決定する。」（“The Security Council ......shall make 






















際司法裁判所による「ある種の国連の経費（憲章第 17 条 2 項）」に関する勧告的意見も、こ
の立場に立つものと言える。同意見において、裁判所は、憲章第 11 条 2 項に言う「行動」を
「強制行動（coercive or enforcement action）」を意味するものと判断した。続けて、裁判所





















180（1963 年 7 月 31 日）、218（1965 年 11 月 23 日）、アパルトヘイトを行っている南アフリ
カに対して武器禁輸等を発動した決議 181（1963 年 8 月 7 日）、182（同年 12 月 4 日）、同じ
くナミビア支配に関連して南アフリカに対して発動された決議 283（1970 年 7 月 29 日）、301
（1971 年 10 月 20 日）、白人少数支配政権の下で一方的独立を宣言した南ローデシアに対して、
政権の不承認と経済関係断絶等の措置を発動した決議 216（1965 年 11 月 12 日）と 217（同年
11 月 20 日）などを挙げることができる。これらの決議が、安全保障理事会において、非命令
的、非拘束的な決議として採択されたことは明白である。まず、これらの決議は、いずれも、
「平和に対する脅威」等の第 39 条の要件認定を意識的に回避している。（たとえば、1963 年に




れており、1965 年の決議 217 では、事態が「重大（grave）」であって、その「継続」が国際
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において非拘束的な文言として了解されていた用語が意識的
























拠として、具体的には、第 39 条の「勧告」、「第 6 章」、あるいは、第 24 条の下での安全保障
理事会の「平和維持のための主要な責任」などが、しばしば、援用されている。（87）たとえば、
中谷は、次のように論じる。軍事的強制措置の発動を決定した二つの安全保障理事会決議（決
議 83、221）の憲章上の根拠は、第 39 条の「勧告」であると解せられている。そうであるな
らば、同様に、第 39 条の要件認定の後、経済制裁措置（非軍事的措置）を「勧告」すること
も可能であろう。第 39 条の「勧告」の受範者及び内容に関しては特に制限がないと解せられ
るため、このような可能性は排除しえないであろう、と。（88）しかし、決議 83 や決議 221 の合
憲性の根拠を第 39 条の「勧告」に求めることは、第 39 条の立法史から見ても、第 39 条や第













　ここで、憲章上の根拠を第 41 条以外の条文（たとえば第 39 条の「勧告」）に求めたとして
も当然ではあるが、なんら事態の改善にはならない。（先の前提に立つかぎり、明らかに「自
己矛盾」に陥ってしまう。第 39 条が、明示的に、第 41 条の措置をとることは「決定」によ
るものと定めているのであるから。）かくして、より良い解釈は次のようであろう。国連の実
践を通じて、第 41 条及び第 42 条の適用として





とえ憲章起草当時は、第 39 条の文言どおり、第 41 条や第 42 条の措置をとることは必ず安全
保障理事会の「決定」による、という厳格な解釈がとられていたとしても、その後の国連の
実行では、第 7 章の基本理念（集団安全保障）から見て第 41 条や第 42 条についてこのよう
に厳格な解釈に固執することは要求されていないと解釈されるようになった（国際司法裁判



























国際連合憲章第 41 条の注解（その 1）（尾㟢）
安全保障理事会は、必ずしも「平和に対する脅威」などの存在決定を明確になさずに、一般







　これに対して、légal per se の措置であっても、その実施を全加盟国に対して義務づける場
合や第二次ボイコットを課する場合（被制裁国と貿易等の経済関係を継続している決議違反























ような決議は第 39 条及び第 41 条の規定から大きく逸脱するものと言わざるをえないのであ
るが、冷戦期の、とりわけ 1960 年代、70 年代の安全保障理事会の実行においては、このよう
な変則的な第 41 条の適用を余儀なくされたのであった。いずれにせよ、冷戦終焉後は、（第







に対してそのような措置をとるように要請（「勧告」）することは、憲章第 11 条 2 項や第 10
条の規定から見て異論のないところであろうし（102）、実際にも行われている（たとえば、パレ






























といった措置は一般国際法上 illégal per se の性質のものではなく、個々の加盟国がこれをと
りうるのであるから、総会が加盟国に対してかかる措置を集団的にとるように勧告すること
も、第 12 条の手続的制限に服する限り、第 10 条又は第 11 条 2 項の下で可能である、という
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国際連合憲章第 41 条の注解（その 1）（尾㟢）
ものであった。（107）
（2）1947 〜 49 年のギリシア問題
　このときも総会は、安全保障理事会での審議の行きづまりの後に、行動をとるように加盟
国によって要請された。（108）1947 年に総会の下に設立されたバルカン特別委員会の報告を受け









済的な一定の措置（いずれも légal per se なもの）をとるように勧告したのである。このよう























れていない（第 11 条 4 項参照）。総会は、もしも大多数の賛成を得るのであれば、当然にか
− 22 −
なりの重要性をもつ、加盟国に行動するように奨励する勧告決議を採択できるであろう。③
第 11 条 2 項末文のいわゆる行動条項にいうところの「行動」は、安全保障理事会にのみ認め
られている「決定」に基づく拘束的な性質の措置を指すのであり、単なる勧告はこれにあた
らない。したがって、総会が加盟国に対して集団的措置をとるように「勧告」することは、
第 11 条 2 項末文の禁止には該当しない。④いずれにせよ、国際の平和及び安全の維持のため
「有効な集団的措置をとる」こと（第 1 条 1 項）は、単に安全保障理事会の「主要な責任」に
とどまらず、第 1 条 1 項で示されているように国連全体にとっての第一目的であって、安全
保障理事会内部の対立のゆえに不実施のまま放置されていてよいような問題ではない、と。


























4 4 4 4
場合において」という大変にあいまいな表現
である）、第 39 条に違反する。第 39 条では、安全保障理事会のみ










国際連合憲章第 41 条の注解（その 1）（尾㟢）
らば総会が軍事的・非軍事的制裁措置を勧告しうる、という趣旨であるならば、第 39 条の要
件事実の存否を正式に行わずに、軍事的・非軍事的措置をとりうるということになり、これ
また（というか、これの方が）第 39 条という、第 7 章の根幹規定からの重大な逸脱となる。
②この決議は、総会が、兵力を使用する「集団的措置」を、また、一般国際法上 illégal per se
の経済制裁措置を「勧告」しうるとしている点で、第 39 条、第 41 条及び第 42 条に違反する。
第 39 条によると、これらの措置は、安全保障理事会によって、「平和に対する脅威」などの
要件事実を認定した上で、第 41 条及び第 42 条に従って措置をとると「決定」される必要が
ある。既述のように、国連の「後に生じた慣行」で緩和された点は、第 39 条の要件事実の認
定が黙示的に、ないし、やや不明確になされている点と、その上で（安全保障理事会によっ
て第 41 条又は第 42 条の措置をとると明確に意思決定がなされているのであれば）具体的な





4 4 4 4 4 4 4 4 4
である。（こ






や一般国際法上 illégal per se な非軍事的措置をとりうるとしても、そのことから、総会も勧
告でかかる措置をとりうるということには決してならないのである。
　総会は 1951 年 2 月 1 日の決議で（決議 498（Ⅴ））、朝鮮戦争に大挙介入してきた中国義勇
軍の行動を「侵略行為」として認め、中国に対して敵対行為の停止と軍隊の撤退を勧告し、





















て、UNEF は実質的に第 7 章の下での強制行動では決してなかった。強制行動は、憲章に従
って安全保障理事会によってのみオーソライズ
4 4 4 4 4 4 4 4
（authorize）されうる







オーソライズする――加盟国が一般国際法上 illégal per se なその措置をとることを合法化す
る――権限は与えられていない、ということである。（122）この裁判所の判旨が「平和のための
結集」決議の中心部分に対して重大な損傷を与えたことは疑いのないところである。これ以









カ航空機の着陸・上空通過の禁止の措置をとるように勧告した（決議 1761（1962 年 11 月 6
日））。南アフリカのナミビア支配の継続に関して、同国に対する武器・軍事物資及び石油・
石油製品の輸出禁止を加盟国に勧告した（決議 1899（1963 年 11 月 13 日））。ポルトガルによ
るアフリカにおける植民地支配の継続に関して、加盟国に対して、同国に対する武器禁輸措
置をとるように勧告した（決議 1807（1962 年 12 月 14 日））。さらに、同国を対象として、措
置をさらに拡大して、前記の南アフリカに対する決議 1761 とほぼ同一内容の外交的及び経済
的制裁措置をとるように勧告した決議 2107（1965 年 12 月 21 日）などである。（124）これらの決
議はすべて、「平和に対する脅威」などの存在認定がなされていないところで、一般国際法上
légal per se な制裁措置が勧告されたものである。こういった措置であるならば、たとえ第 41
条に該当する措置であっても、総会は、既にギリシア問題やスペイン問題で先例があるように、





国際連合憲章第 41 条の注解（その 1）（尾㟢）
3．「兵力の使用を伴わない措置」――第 42 条との関係――
　第 41 条は、明示的に、同条に基づいてとられる措置が「兵力の使用を伴わない措置」であ

















































　それでは次に、決議 221（1966）は第 41 条の適用であるのか、それとも第 42 条の適用と見
るべきなのか。この点は、前述したように、第 7 章の強制措置の中で「兵力の使用を伴わな
い措置」は第 41 条に属し、「兵力の使用を伴う措置」は第 42 条の範囲に属するのであるから、












わち、湾岸戦争に関連した決議 665（1990 年）、旧ユーゴ内戦に関連した決議 757、787（いず
れも 1992 年）など、ソマリア危機に関連した決議 794（1992）、ハイチの事態に関連した決議
875（1993）及びそれを強化した決議 917（1994）、シエラレオネの内戦に関連した決議 1132
（1997）などである（以上、後出）。（133）これらの決議では、いずれも①「平和に対する脅威」
などの第 39 条の要件事実の認定（決定）が正式になされた上で、一般的に「第 7 章に基づい
て」、②（通常は「第 41 条」を明示的に引照することなく）第 41 条に該当する非軍事的措置
をとるように「決定」がなされ、併せて③（普通、多国籍軍か地域的機構が主導する国際軍
の形での）限定的な軍事力行使が加盟国に対して「オーソライズ」されている。このように、
普通、第 41 条か第 42 条か、憲章上の根拠を特定することなしに、「第 7 章に基づいて」第 41





















第 41 条に掲げられる種類の措置の適用を要請している。たとえば 1963 年には、安全保障理
事会は、南アフリカ政府によるアパルトヘイト政策の系統的な実施に対して、南アフリカか
らの産品の輸入禁止、同国への武器・弾薬及びすべての種類の軍用車両の売却及び船による
輸送の停止を「すべての国」に要請した（安保理決議 181（1963 年 8 月 7 日）及び同 182（同
年 12 月 4 日））。また、アンゴラ、モザンビークにおいて植民地支配を継続していたポルトガ
ルに対する武器及び軍事補給品の売却及び供給を防止し、同国がアフリカの植民地において
人民の抑圧を継続することを可能にするようないかなる援助をも与えないように「すべての















を与えないように「要請することを決定した（decides to call upon）」（このように、安全保
障理事会による最初の第 41 条の本格的な適用は、加盟国ではなくて非国家主体に対してであ
った）（決議 216（1965 年 11 月 12 日））。次いで 11 月 20 日には、安全保障理事会は、すべて
の国家に対して、南ローデシアの政権を承認せず、外交関係をもたず、武器・軍事物資の供
給停止と、石油・石油製品の輸出禁止を含む経済関係の断絶のために「できる限りのことを
すること（to do their utmost）を要請（call upon）した」（決議 217（1965））。決議 217 では、
｢ 南ローデシアの事態の今後の継続（its continuance in time）が国際の平和及び安全に対す
る脅威を構成する ｣ という表現が用いられており紛らわしいが、第 39 条の認定がここでなさ
れたのではないとする解釈が一般的である（｢ 第 39 条 ｣ の章参照）。これらの決議でも、第
41 条の範囲に該当する措置が勧告されているが、任意的な経済制裁が課されたと見るのが妥







あり、第 39 条の要件に従って第 7 章の集団的措置がとられたものと解さざるを得ないであろ
う。（134）いずれにせよ、この決議は、経済制裁の実施を確保するために武力の行使を許可する、




　次に、1966 年 12 月 16 日、安全保障理事会は、ローデシア問題に関して、本格的かつ義務























































（1）湾岸戦争（1990 年から特に 1991 年まで）
　幕開けとなった 1990 年の湾岸危機において、安全保障理事会は 1990 年 8 月 1 日に突如行
われたイラクによるクウェイトへの侵攻及びその併合に対して敏速に対応し、翌 8 月 2 日、




的なものは、安保理決議 661（1990）（8 月 6 日採択）である。同決議では、前決議（決議 660







しては、次の決議 662（同年 8 月 9 日）は、イラクによるクウェイト併合の無効を宣言し、す
べての国家、国際機構、専門機関に対して、この併合の不承認を要求した。決議 665（8 月 20
日）は、決議 661 の厳格な実施を確保するために、多国籍軍に、「すべての出入りの船舶を停
船させるために」限定的な海軍力の行使を要請した。決議 666（9 月 13 日）は、先の決議 661
で禁輸措置の対象から除外されていた「厳密に医療目的の物資及び人道的事情のゆえに必要
とされる食料」の範囲を明確にし、適用基準を定めた。決議 669（9 月 24 日）は、これらの
制裁の実施により経済的影響を受けた国家からの援助の要請（憲章第 50 条）を検討し、安全
保障理事会に勧告する権限を制裁委員会に付与した。決議 670（9 月 25 日）は、イラク・ク
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ウェイト向けの、又はそれらの地域からの貨物を運ぶ飛行機の自国領域からの離着陸や上空
飛行の禁止を決定した。決議 687（1991 年 4 月 2 日）は、湾岸戦争終結のためのイラクとの

























経ることなく、再び課されることになっており（安保理決議 1022（1995 年 11 月 22 日））、事
実、1998 年にユーゴスラビアによるコソボでの過剰な武力行動を理由に、同国に対して新た
に武器禁輸措置を課し、その実施を監視するために安全保障理事会の下に制裁委員会を設置
した（安保理決議 1160（1998 年 3 月 31 日））。（その後、安全保障理事会は、この武器禁輸を
実効的にするために、「すべての国家」に対して、国内資金が前記武器輸出のために使用され




















認定がなされ、「第 7 章に基づき」第 41 条の措置が適用されている。つまり、アフリカの崩
壊しつつある国家（disintegrating state）における内戦と飢餓によって引き起こされた重大な












ために地域的な平和維持軍「ECOWAS 監視団（ECOMOG）」を設置していた（「第 39 条」の
章参照）。）安全保障理事会内部にも、この制裁の実施を監視する委員会（リベリア制裁委員
会）が設置された（決議 985（1995））。（152）
（5）リビア（1992 〜 99）及びスーダン（1995 〜）
　1992 年 1 月 21 日、安全保障理事会は、リビアの情報機関員によるものと推定される米・仏
両国の民間航空機の爆破事件に関して決議 731（1992）を採択し、このような国際テロリズ
ム行為が「国際の平和及び安全に対する脅威」であることを認定し、リビアに対して容疑者
2 名の引渡しを要請した。リビアがこれを拒否すると、安全保障理事会は同年 3 月 31 日、決
議 748（1992）を採択して、再度、リビアがこの要請を拒否し、具体的な行動によってテロリ
ズムの放棄を示さなかったことが「国際の平和及び安全に対する脅威」を構成すると認定し、
「第 7 章」に基づき、決議 731 の要求に従わせるために、リビアに対して義務的な経済制裁を






（決議 883（1993 年 11 月 12 日））。それは、リビアの在外資産の凍結、石油精製・石油製品の
生産に関する装備に対する禁輸の拡大、リビアの航空業務に対する制裁の拡大などである。（154）





事会がスーダンに要請した（決議 1044（1996 年 1 月 31 日採択））のに対して、スーダンはこ









　1993 年 6 月 16 日、安全保障理事会は、ハイチの事態が「国際の平和及び安全に対する脅







止され（決議 861（1993））、またその後再開された（決議 873（1993）））。同年 10 月 16 日、
安全保障理事会は決議 875（1993）を採択し、「第 7 章及び第 8 章に基づいて行動して」、「決
議 841（1993）及び 873（1993）の規定の厳格な実施を確保するために」、ハイチへ向かう船
舶に対する海上封鎖の実施を「すべての加盟国」に対して「許可（オーソライズ）」した。（157）
















の章参照）。安全保障理事会は 1993 年 9 月 15 日、決議 846（1993）を採択し、UNITA によ
る軍事活動の結果、アンゴラの事態は「国際の平和及び安全に対する脅威を構成する」と認
定し、「第 7 章に基づき」、停戦に応じない UNITA を対象に武器・石油の禁輸措置を「決定」
した。また、その実施を監視するために、安全保障理事会の下に制裁委員会を設立した。そ
の後、一旦は収まった内戦が、UNITA の動員解除の拒否によって再開したため、安全保障理
事会は 1997 年 8 月 28 日、決議 1127（1997）を採択し、UNITA の幹部及びその近親者の海
外渡航禁止、在外事務所の閉鎖、UNITA に対する航空機や航空燃料の供給禁止、アンゴラ政
府の許可を得ない航空機の離着陸の禁止などの義務的制裁を課した。その後も安全保障理事







（ルワンダの事例）　1994 年 4 月の大統領の事故死をきっかけに、国内を二分する勢力であ
るツチ族とフツ族との間で内戦が再発し、フツ族を主体とする政府軍やフツ族民兵によるツ
チ族に対する大量虐殺が発生した。虐殺が進行する中、安全保障理事会は、5 月 17 日に決議
918（1994）を採択し、ルワンダのこのような事態を「国際の平和及び安全に対する脅威」と
して認定し、武器及び戦争資材の売却及び供給の禁止を「決定」し、そして、その実施を監
視するために安全保障理事会の下に制裁委員会を設立した。さらに同年 6 月 22 日、安全保障
理事会は「ルワンダにおける重大な人道的危機」が「同地域における平和及び安全に対する
脅威を構成する」と認定し、「第 7 章に基づき」、期間を限定して、人道目的のための多国籍
軍の設立を許可（オーソライズ）した（決議 929（1994））。同年 7 月には、内戦に勝利したツ
チ族が新政府を組織し、旧政権側と多数のフツ族難民が国外に逃れたが、旧政権側による越
境テロ活動が激化したり、ザイールにあるフツ族難民キャンプにおいて大量虐殺事件が発生
したりした（1995 年 4 月）。（160）1994 年 11 月 8 日の決議（決議 955（1994））では、「組織的で
広汎かつ明白な国際人道法違反の行われるルワンダの事態」を「国際の平和及び安全に対す
る脅威」として認定し、内戦におけるジェノサイドその他の重大な国際人道法違反の犯罪に
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